
せとうち観光専門職短期大学 公的研究費利用による不正取引に対する措置要領 

 

（目的） 

第１条  この要領は、せとうち観光専門職短期大学（以下「本学」という。）が、本学に

おける公的研究費の管理･監査及び研究活動不正防止に関する規程の第２条に定

める公的研究費を利用して発注する物品及び印刷物の調達、役務の提供に係る委

託、工事の請負その他の契約について、契約の適正な履行を確保するため、取引業

者が、不正取引、贈賄等を行った場合の措置及びその手続について必要な事項を定

めるものとする。 

（取引停止等の措置） 

第２条  事務局長は、取引業者が、別表各号に定める措置要件のいずれかに該当するとき

は、情状に応じて期間を定め、取引停止の措置を行う。 

（下請負人並びに共同企業体及びその構成員への適用） 

第３条  事務局長は、前条の規定により取引停止を行う場合において、その措置について

責を負うべき下請負人があるときは、その下請負人について、その元請負人に対し

て行う取引停止期間の範囲内で取引停止の措置を行うものとする。 

２ 事務局長は、前条の規定により、共同企業体について取引停止措置を行うときは、

その共同企業体である構成員（明らかに取引停止措置について責を負わないと認め

られる者を除く。）について、その共同企業体の取引停止期間の範囲内で取引停止の

措置を行うものとする。 

３ 前条の規定による取引停止措置に係る者を構成員に含む共同企業体について、そ

の取引停止期間中は、本学と取引することはできない。 

４ 前条の規定による取引停止措置に係る者を下請け又は委託先として使用する業者

について、その取引停止期間中は、本学と取引することはできない。 

（取引停止期間） 

第４条 一つの事案による取引停止期間は、１か月以上１２か月以内とする。 

２ 取引停止措置を受けた業者が、その期間中において、さらに別表各号の措置要件に

該当することとなったときは、その都度１か月以上１２か月以内の範囲において取

引停止措置の期間を加算する。 

３ 取引停止措置を受けた業者が、その取引停止措置の期間満了後１年を経過するま

での間に新たな事案により取引停止措置をする場合の期間については、２か月以上

２４か月以内とする。 

４ 事務局長は、取引停止措置を行う場合において、当該業者について、極めて悪質な

理由があると認められるとき又は極めて重大な結果を生じさせたと認めるときは、

取引停止措置の期間を延長することができる。 

５ 事務局長は、取引停止措置の期間中の業者が、その事案について情状酌量すべき特



別の理由又は極めて悪質な理由が明らかになったと認めるときは、取引停止措置の

期間を変更することができる。 

６ 事務局は、取引停止措置の期間中の業者が、その事案について責を負わないことが

明らかになったと認めるときは、その業者について取引停止措置を解除するものと

する。（取引停止措置に至らない理由に関する措置） 

第５条 事務局長は、取引業者が第２条の規定による取引停止措置に至らない場合で、必要

があると認めるときは、当該業者に対し、書面又は口頭で警告又は注意の喚起を行

うことができる。 

（取引停止措置の通知） 

第６条 事務局長は、次の各号に掲げる措置を行ったときは、その業者に対し、遅滞なく、

書面により通知するものとする。 

(1) 第２条又は第３条第１項若しくは第２項に基づく取引停止措置（様式第１） 

(2) 第４条に基づく取引停止措置の期間の変更（様式第２） 

(3) 取引停止措置の解除（様式第３） 

（補則） 

第７条 この要領に定めるもののほか、取引停止等について必要な事項は、別に定める。 

（要領の改廃） 

第８条 この要領の改廃は、運営協議会の議を経て、学長が行う。 

 

 

附則 

１． この要領は、２０２１年５月１２日から施行する。 

 

別表 取引停止措置要件（第２条及び第４条関係） 

措 置 要 件 

(1) 虚偽記載 物品及び印刷物の調達、業務委託、工事等に係る書類の提出に当たり、虚

偽の記載等があり、契約の相手方とすることが不適当と認められるとき。 

(2) 粗雑な委託の履行 

又は粗雑品の納品 

業務の遂行にあたり、粗雑に委託の履行をし、もしくは契約書などに定め

られた事項に関し不正な行為をしたと認められるとき又は物品及び印刷物

の納入に当たり、粗雑品を納入 し、見積書若しくは契約書等に定められた

品質若しくは数量に関し不正な行為をしたと認められるとき。 

(3) 契約違反 物品の調達、印刷物の調達又は業務委託等に関する契約に違反し、契約の

相手方として 不適当と認められるとき。 

(4) 贈賄 取引業者が本学教職員等に対して贈賄行為を行ったと認められるとき。 

(5) 不誠実な行為 前各号に掲げる場合のほか、業務に関し、不誠実な行為をし、契約の相手

方として不適当であると認められるとき。 



様式第１（第６条関係） 

第          号 

年   月   日 

 

            様 

 

せとうち観光専門職短期大学 

 

事務局長            印 

 

取引停止について 

 

下記事由により取引停止を行うこととしましたので、通知します。 

 

記 

商号または名称 
 

代表者氏名 
 

所在地 

 

停止期間 年  月   日 ～     年  月  日 

停止理由 

 

 

なお、提出済の入札（見積）書等の取扱いについては、取引停止措置期間が契約日となる契

約は行わないため、すでに提出済みの入札（見積） 書等は無効とし、当該指名等を取り消

します。 

 



様式第２（第６条関係）  

第          号 

年   月   日 

 

            様 

 

せとうち観光専門職短期大学 

 

事務局長            印 

 

取引停止期間の変更について 

 

     年  月  日付けで通知した取引停止期間を下記の通り変更しましたので、 

通知します。 

 

記 

従前の取引停止期間  年  月   日 ～     年  月  日 

変更後の取引停止期間  年  月   日 ～     年  月  日 

変更の事由 

 

 

 

 

 

 



様式第３（第６条関係）  

第          号 

年   月   日 

 

            様 

 

せとうち観光専門職短期大学 

 

事務局長            印 

 

取引停止の解除について 

 

      年   月   日付けで通知した取引停止期間を解除しましたので、 

通知します。 

 

 


